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研究成果の概要（和文）： 開発途上国では大型ダムに対する需要が大きいが，ダム建設により

住民が水没地域から立ち退いた後の生活再建は，地域によっては必ずしも順調ではなく，彼ら

に対する補償のあり方が課題になっている。本研究では，インドネシア，スリランカ，トルコ

及び日本で建設された７ヶ所のダムについて現地調査を行い，移転住民にどのような補償が行

なわれ，何か生活再建の障害となり，どのような補償・支援が効果的であったかを明らかにし

た。 

 
研究成果の概要（英文）：  While there is a great demand for large dams in developing 

countries, life reconstruction of the resettled families has been an important issue. This 

research project conducted field studies on the families resettled by 7 dam construction 

projects in Indonesia, Sri Lanka, Turkey and Japan. It identified obstacles in the life 

reconstruction and effective measures and compensations for the life reconstruction of 

resettled families. 
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１．研究開始当初の背景 

 人口増加と経済発展を遂げる開発途上国
にとって，水・エネルギー資源の供給源とし
て大型ダムの需要は大きい。その一方で，ダ
ム開発によって水没地域から移転を余儀な
くされる住民の移転後の生活再建は必ずし
も満足できる状況にはない。世界銀行やＪＩ

ＣＡなどのドナーは住民移転に係るガイド
ラインを設定しているが，これら機関が実際
に支援してきたダム開発プロジェクトは必
ずしも成功事例ばかりではないということ
が指摘されている。 

しかし，そのような問題を指摘する側も批
判の内容は実施機関の糾弾に留まり，詳細な
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フィールドスタディに基づいて具体的かつ
建設的な改善策を提言する段階までには至
っていない。この問題について，個別事例研
究を超えて体系的かつ学術的視点からの研
究は，ほとんどなされていない。また，調査
研究の対象となっている事例は移転後数年
以内の住民を対象にした短期的なものが多
く，10 年以上の長期的視点から評価された事
例は殆どない。 
2000 年に刊行された世界ダム会議報告書

は，多数のダムを社会的影響をも含めて幅広
い視点から分析した数少ない研究事例と言
える。しかし，同報告書の勧告は実施可能性
に乏しく，ダムを建設しようとする政府や実
施機関に受容可能とは言いがたいものであ
った。 

 

２．研究の目的 

 ダム建設によって移転を余儀なくされた
住民の生活再建状況を，中長期的視点で評価
し，何が障害となり，何が生活再建を促進す
る要因なのかを明らかにすることを目的と
する。 

 

３．研究の方法 

ダム建設に伴い移転した住民の生活再建状
況と移転地における環境管理状況を，文献，
統計データ及びヒアリング・アンケート調査
によって解析する。海外のダムを対象とする
際には，インドネシアのアンダラス大学（コ
タパンジャンダム）とハサヌディン大学（ビ
リビリダム），スリランカのモラツワ大学，ト
ルコのアディアマン大学の研究者の協力を得
て調査解析を実施した。 
 

４．研究成果 
 コタパンジャンダム，ビリビリダム（以上，
インドネシア），コトマレダム（スリランカ），
アタチュルクダム（トルコ），井川ダム，神
通ダム，宮が瀬ダム（以上，日本）の住民移
転を対象として調査を行なった。 
 各事例については，次の事実が明らかにな
った。 
 
(1) コタパンジャンダム 
 4,886世帯の住民移転が1993年に水没する
村落単位で行われた。生活再建状況は村落間
で大きな差が現れた。再建が良好な村落では，
周辺の移転していない村落よりも経済的に
豊かになっていた。その一方で，周辺村落よ
りも経済状況が悪いままの村落もあった。再
建が成功した村落では，産業を農業から養殖
業にシフトさせて，収益を高めていた。 
 
(2) ビリビリダム 
 2,085世帯が2000年までに移転を完了させ
た。このうち，相対的に低所得であった 591

世帯がインドネシア政府の移民政策（トラン
スミグラシ）に従って遠隔地に移転した。こ
れら住民の，生活再建状況を分けたものとし
て，大きかったのは各住民の教育レベルであ
った。中等教育以上を受けた住民は，農業の
多角化や建設業への従事などによって収入
を移転前より増やしているのに対し，小学校
を卒業できなかった住民の中には，移転先で
の農作業にも困難をきたして，生活再建に失
敗している世帯もあった。 
 
(3) コトマレダム 
 1970 年代から 80 年代にかけて，9,600 世
帯が立ち退いた。住民は，移転先としてダム
湖周辺か北方の開拓地域のいずれかを選択
した。後者は国家プロジェクトの一環として
開発された地域であり，生活の再建はおおむ
ね順調に進んだ。しかし，計画では第２世代
以降は都市の経済発展に吸収されることが
前提となっていたが，予想通りの経済成長が
できなかった。このため，移転地での人口増
加にどのように対応するかが課題となって
いる。 
 
(4) アタチュルクダム 
 1992 年に完成したこのダムの建設に伴っ
て，約 2,000 世帯が移転した。移転住民に対
する補償は金銭補償のみで行われた。遠隔地
に移転した住民は，偶然，移転先の地価が高
騰したために，土地を売って生活再建を有利
に進めることができたが，近傍地に移住した
住民の生活は期待通りには再建できていな
い。 
 
(5) 井川ダム 
 1957年に建設された井川ダムによって 193
世帯が移転した。金銭補償と代替農地が提示
され，住民はそのいずれかを選択した。代替
地を選択した 99 世帯は近傍に新たに開発さ
れた村落でそれまで行わなかった水稲栽培
を行うことになった。その後，同地域では過
疎化と高齢化の問題が生じているが，移転住
民は移転におおむね満足している。要因とし
ては，子供の教育機会が向上したことが最も
大きい。 
 
(6) 神通ダム 
 ３つのダムからなる神通ダムは，1951 年か
ら 1954 年にかけて建設された。水没地域の
補償は，他にあまり例を見ない借地方式が採
用された。当該地域の所有権は移転せず，ダ
ムを建設した北陸電力が地権者に対して土
地の借料を支払い続けている。これにより，
移転住民は土地の喪失感を抱くことがなく，
また，継続的に地代収入があるために，一時
的に得られた多額の補償金を浪費するリス
クも回避できた。 
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(7) 宮が瀬ダム 
 1998 年に運用が開始された宮が瀬ダムの
住民移転対策には水源地域対策特別措置法
に基づいて，移転地の地域開発や移転住民の
支援が大規模に実施された。移転する 281 世
帯に支払われた直接の補償金は 245億円であ
ったが，このほかに住民移転対策として実施
された各種施策の経費は総額で 786億円とな
る。こうした手厚い財政支援の結果，住民の
経済的再建は果たせた。しかし，移転を余儀
なくされたという住民の心理面でのケアが
課題として残された。 
 
(8) 住民移転に共通する教訓 
住民移転の問題は，当該地域の経済的・社

会的状況に影響されるため，すべての地域に
あてはまる問題や解決策は存在しないが，次
の事項を複数の事例に共通して見出すこと
ができた。 
 

① 移転農民の子供（第２世代）が農地を分
割して相続すると，各人の農地が狭くなり
すぎて，生活を維持することが困難になる。 

 
② 村落毎に移転した場合，リーダーの指導

力，先見性がその後の生活再建を左右する。 
 
③ 同じ移住地に移転した村落においても，

各世帯の企業家精神の有無やソーシャ
ル・キャピタルの有無によって，生活再建
状況が異なる。 

 
④ 移転先で生活再建が成功しても，子供

（第２世代）が移転地に留まるとは限らな
い。むしろ，親は子供を都市部に送り，高
等教育を受けさせて農業以外の職業に就
かせたいと考えている。 

 
(9) 今後の展望 
 今回の研究によって，移転住民の第２世代
以降の生活に関する長期的調査の重要性が
明かになった。地域を問わず第１世代の最大
の関心事項は子供の教育と就業にあるから
である。今後，数十年間の経験を分析する必
要がある。また，地域によっては政府が詳細
な住民データを保有しているので，可能な限
りアクセスを試み，包括的な調査を行うこと
としたい。 
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